
Ⅰ は じ め に

負債概念において，「債務性」は本質的特徴であり(1)，近年活発に議論が

行われている負債と資本の両方の性質をもつ金融商品の会計処理の問題，

リース負債の問題，資産解体撤去債務の会計処理の問題など，負債概念に関

係する会計問題においても，議論の中心は，債務の存在または不存在を検討

することや，債務とはどのような意味をもつのかを明らかにすることにある

と考えられてきたように思われる。

しかし，最近のアメリカにおける会計基準設定を観察してみると，負債に

関する会計問題であっても，むしろ「債務性」という問題を中心的課題とし

ては取り扱わなくてもすむような方向に，負債概念自体，または負債概念に

おける「債務性」自体を変更していく傾向があるように感じられる。

本稿は，アメリカ財務会計基準審議会（FASB）の公表する会計基準にお
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いて，負債概念における「債務性」がどのように変化しつつあるかを明確に

したうえで，上述した傾向が生じていると思われる理由を考察し，それをもっ

てわが国における概念フレームワークの形成論議(2)に資することを目的とし

ている。

Ⅱ 負債概念における「債務性」――「拡張」傾向からの転換

最近までの負債概念，特に債務性に関する議論を振り返ってみると，基本

的には，負債概念における「債務性」の範囲に関する考え方は，原初的な形

態である法的債務から「拡張」される傾向にあったといってもよいように思

われる。

例えば，徳賀教授は，負債概念の変化について分析を行い，「法的概念規

定から経済的概念規定へ」と負債概念の変化を整理されたうえで，経済的負

債概念は，「法律上の金銭債務のすべてをその一部として包摂する(3)」と述

べられているし，カーも，最近の文献における負債の定義を調査したうえで，

「……法的強行権のある債務は，疑いもなく負債である。しかし，法的強行

権は負債の本質的特徴とみなされるべきではない。……負債の存在は，……

資源を引き渡す，または特定の目的のために資源を使用することに関して当

該企業に自由裁量の余地がほとんどないような債務の存在に依存する(4)」と

述べ，「負債概念には，法的強行権のある契約，法的に権威ある集団によっ

て課せられたもの，制定法によって課せられたもの，または不法行為によっ

て生じるものと同様に，公平もしくは公正という観念，慣習もしくは通常の

ビジネス慣行によって課せられる財務的債務が含まれなければならない(5)」

と結論付けている。

それを端的に示す具体例が，国際会計基準審議会（IASB）や FASBの概

念フレームワーク(6)における負債の概念規定であろう。すなわち，IASBも

FASBも，概念フレームワークにおいては，負債の概念規定における債務性

－２５６－

（ ２ ）



の意義について，法的債務性よりもむしろ拘束性を重視する記述を行ってお

り，将来の犠牲を避ける自由裁量の余地をほとんど残さないか全く残してい

ない状態であれば，法的債務によって生じたものでなくとも，それは債務性

を有するものと考えているように思われる(7)。

しかし，最近になって，概念フレームワークに基づいて設定されているは

ずの具体的な会計基準においては，その様相が異なってきているように思わ

れる。確かに IASBは，国際会計基準（IAS）第３７号「引当金，偶発債務お

よび偶発資産(8)」や IAS第１９号「従業員給付(9)」などにおいて，概念フレー

ムワークに忠実に従い，法的債務性ではなく拘束性という性質を重視した基

準を設定していると考えられる(10)。これに対して FASBは，最近設定された

財務会計基準に関するステートメント（SFAS）第１４３号「資産解体撤去債務

に係る会計(11)」において，債務の範囲を法的債務と約束的禁反言法理による

債務に限定するなど，法的債務性に立ち返ってきているように思われる(12)。

これは，現在までの負債概念における債務性の「拡張」傾向が，むしろ「縮

小」傾向に転じているか，または少なくともその傾向に歯止めがかかったと

捉えられるように思われる。

この傾向は，具体的な会計基準における「債務性」の範囲にとどまらない

ように思われる。FASBは，２００２年１月２８日に公表した「新審議議題プロジェ

クトに係る提案 収益および負債の認識に関連する諸問題(13)」の中で，「特

定の項目が，負債の定義を満たすかどうかに関する諸問題が次第に生じてき

ている。FASBは，例えば３つのプロジェクト（資産の減損および除却問題，

資産の解体撤去債務ならびに金融商品――負債および資本）において，結論

に到達するのが困難になっている。なぜならば，見なし債務や負債を発生さ

せる過去事象の識別の問題があるからである(14)」と述べ，負債についての「取

り組むべき問題の例」として，次の６つを挙げていた(15)。
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①「発生可能性が高い」という用語を負債の定義から削除すべきかどうか。

②負債の定義は，「将来の経済的便益の犠牲」に着目すべきかどうか。

③負債は「法的」債務からのみ生じるものとして（「衡平法上の」債務および

「見なし」債務から生じるものも含むのではなく）定義されるべきかどう

か。「約束的禁反言」の法理は定義の中に直接的または間接的に取り込ま

れるべきかどうか。

④負債の定義には，条件付債務または偶発債務を含むべきかどうか。

⑤負債の定義には，準備段階にある実体の債務を含むべきかどうか。

⑥負債の定義には，実体の不作為債務（不競争協定から生じるものなど）を

含むべきかどうか。

この中でも注目すべきであるのは，③であろう。すでに述べたように，FASB

はその概念フレームワークにおいて，法的債務性ではなく拘束性という性質

を重視した負債概念を規定していると考えられるが，この③を「負債の認識

に関連する諸問題」の中の「取り組むべき問題の例」に挙げたということは，

すでに FASBが債務性の範囲を法的債務と約束的禁反言法理による債務に限

定する方向で検討を行いつつある証左であるとも考えられなくもない。

前稿において，筆者は，「FASBと IASBの相違は，どのような原因による

ものと考えられるであろうか。１つの仮説としては，……SFAS第１４３号の

記述からも読み取れることであるが，すでに現実に利用されている FASB基

準では，恣意的な負債の計上を排除するという要請が強いので，債務を法的

債務と約束的禁反言法理による債務に限定せざるを得ないという可能性があ

るように思われる。そうであるとするならば，今後，IASBも，実際に利用

されていく段階においては FASBの考え方に近づいていく可能性があると考

えられる(16)」と述べた。これは誤りではない可能性が高いように思われるが，

さらに続けて，「概念フレームワークのレベルでは，FASBも IASBも債務を
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法的債務と約束的禁反言法理による債務に限定することをむしろ良しとして

いないのも確かであるように思われる(17)」とも述べた。しかし，上記のよう

な推論を行ってみると，実は FASBはすでに，概念フレームワークのレベル

においても，債務を法的債務と約束的禁反言法理による債務に限定するべき

であると考えているのかもしれない。実際，FASBは，上記の「収益および

負債の認識に関連する諸問題」プロジェクトに関する説明において，「FASB

諸概念ステートメントの一部を改訂する(18)」可能性を示唆している。当然，

この概念フレームワークのレベルでの議論は，具体的な会計基準のレベルで

の議論よりも影響が大きいように思われる。

FASBは，なぜ概念フレームワークの改訂までをも視野に入れた「債務性」

の範囲の再検討を行いつつあるのであろうか。卑見によれば，それは財務会

計諸概念ステートメント（SFAC）第７号「会計測定におけるキャッシュ・

フロー情報および現在価値の利用(19)」の公表と関係があるように思われる。

次節においては，この点について検討していくことにする。

Ⅲ 負債の認識規準としての「債務性」の後退

１ SFAS第１４３号に対する SFAC第７号の影響

SFAS第１４３号では，資産解体撤去債務に係る負債の原初認識および測定

について，次のように規定している。

「実体は，公正価値の合理的な見積りが可能である場合には，資産解体撤

去債務が発生した期間において当該債務に係る負債の公正価値を認識しなけ

ればならない。資産解体撤去債務が発生した期間において公正価値の合理的

な見積りが可能でない場合には，負債は公正価値の合理的な見積りが可能と

なったときに認識されなければならない(20)。」

この公正価値の見積もりについては，さらに「資産解体撤去債務について

は，通常，期待キャッシュ・フロー・アプローチが唯一の適切な手法であろ
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う(21)」と規定している。

これらについては，FASBも，SFAS第１４３号の「背景説明および結論の根

拠」において，次のように説明し，SFAC第７号の影響であることを明示的

に認めている。

「当初の公開草案では，資産解体撤去債務に係る負債は，除去債務または

閉鎖債務を履行するために必要とされる見積り将来キャッシュ・フローの現

在価値を反映した金額により原初測定するように求められていた。FASBは，

当初の公開草案の公表後に，諸概念ステートメント第７号を公表した。……

その結果として，FASBは，公開草案改訂版を作成するための審議において，

資産解体撤去債務に係る負債の原初測定の基本目的は公正価値であり，その

公正価値は，競売による決済以外の状況における通常の取引において，資産

解体撤去債務を決済するために，実体が活発な市場において支払う必要があ

るであろう金額であるという結論に達した。……(22)」

しかし，卑見によれば，SFAS第１４３号に対する SFAC第７号の影響は，こ

れに留まるものではないように思われる。

すでに述べたように，FASBは，資産解体撤去債務の会計基準を設定する

ためのネックになっている問題点として，見なし債務や負債を発生させる過

去事象の識別の問題を挙げていた。また，「発生可能性が高い」という用語

を負債の定義から削除すべきかどうかについても検討していたようである。

これらの問題は，いずれも「見なし債務」，「負債を発生させる過去事象」，「発

生可能性が高い」という用語が，多様に解釈することが可能であることから

生じる問題であるように思われる(23)。

この資産解体撤去債務に関するプロジェクトが開始される以前においては，

一般的な偶発債務に関する会計基準は SFAS第５号「偶発事象に係る会

計(24)」であった。SFAS第５号によれば，偶発債務を認識するための規準は

「発生可能性が高い（probable）」であり，「発生可能性が高い」という用語の
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解釈が負債を認識するかどうかを決定付けていたが，その解釈においては，

通常，高い程度の期待が要求されていた(25)。

一方，資産解体撤去債務に関するプロジェクトが開始された当初，FASB

は，SFAC第６号の負債概念に依拠して基準を設定しようとしていた(26)。SFAC

第６号の負債概念にも「発生可能性が高い」という表現が含まれているが，

この「発生可能性が高い」の意味は，SFAC第６号の脚注において述べられ

ているように，「利用できる証拠または論理に基づいて合理的に期待または

確信されうるが，確かではなく立証もされていないもの(27)」をいうので，SFAS

第５号における意味ほどに高い程度の期待が要求されるわけではない。

ここで問題となったのは，「発生可能性が高い」の解釈ではなく，「見なし

債務」の解釈である。「見なし債務」を債務に含めるということは，法的債

務ではないものの，法的債務と同等程度の拘束性を有するものであればそれ

を債務と見なし，負債の発生原因とするということを意味するが，その際に

は，どのような状況であれば（すなわち，どのような過去の事象が生じてい

れば）法的債務と同等程度の拘束性が存在すると認められるのかが，負債を

認識するかどうかを決定付けることになる。しかし，資産解体撤去債務に関

するプロジェクトは，この「見なし債務」の解釈およびその解釈に準拠して

行われる会計処理を首尾一貫したものにするための指針を作成できずに，頓

挫してしまっていたのである(28)。

この２つの負債認識規準には，解消しがたいジレンマがあるように思われ

る。すなわち，SFAS第５号のように「発生可能性が高い」ことを負債の認

識規準として採用した場合には，資産解体撤去債務のような債務については

負債として認識されないケースが多く存在する可能性が高く，企業の財務状

況を適正に表示できない可能性があるように思われる。一方，資産解体撤去

債務に関するプロジェクトにおける当初案のように，「債務性」の存在を負

債の認識規準として採用した場合には，首尾一貫した会計処理を可能ならし
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める「見なし債務」に関する指針を作成することが困難であり，比較可能性

に問題を生じる可能性があると考えられる。

このジレンマを解決したのが，SFAC第７号によって導入された期待

キャッシュ・フロー・アプローチではなかろうか。期待キャッシュ・フ

ロー・アプローチによれば，「発生可能性」という不確実性は，すべて測定

値の中に織り込まれる。すなわち，「SFAS第５号において，不確実性は負

債を認識するかどうかを決定するために用いられているが，SFAC第７号に

おいては，決済の金額および時期に関する不確実性は，認識される負債の公

正価値測定の中に織り込まれる(29)」のである。したがって，「債務性」の範

囲を「見なし債務」にまで拡張せずに法的債務と約束的禁反言法理による債

務のみに限定しても，SFAS第５号においては「発生可能性が高い」という

認識規準により認識されなかった偶発債務のうち，かなりの部分が負債とし

て捕捉されるように思われる(30)。

「見なし債務」も，時間の経過につれてそれほど遠くない将来に法的債務

（または約束的禁反言法理による債務）に移行するものも多いであろう。SFAS

第５号のように「発生可能性が高い」ことが負債の認識規準であった場合に

は，その法的債務（または約束的禁反言法理による債務）が条件付債務すな

わち偶発債務であるかぎり，負債としては認識されにくいように思われる。

しかし，期待キャッシュ・アプローチを導入し，不確実性を認識される負債

の公正価値測定の中に織り込んで，条件付債務であっても負債として認識す

るようにすれば，「見なし債務」という考え方を放棄して「債務性」の範囲

を法的債務と約束的禁反言法理による債務に限定しても，生じる影響は限定

的であるように思われる(31)。むしろ，オペレーショナルな指針を作成するこ

とが困難な「見なし債務」という考え方にこだわるほうが，比較可能性の確

保という観点から問題が大きいとも考えられる。

以上のように考えると，SFAS第１４３号が，「債務性」の範囲を法的債務と
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約束的禁反言法理による債務に限定する基準を設けることができたのは，

SFAC第７号の期待キャッシュ・フロー・アプローチを導入し，資産解体撤

去債務に係る負債を公正価値で測定することにしたことと密接な関係がある

といえるように思われる。

このように，「債務性」の範囲を法的債務と約束的禁反言法理による債務

に限定する基準を設けたことにより，「見なし債務」を債務の１つとした場

合に設定されていたであろう基準と比較して，債務の存在を識別することが

きわめて容易になったと考えられる。しかしこれは，次のような理由で，負

債の認識規準としては「債務性」という規準が後退したことを意味している

ように思われる。

SFAS第５号においては，発生可能性がかなり高くなった段階において負

債が認識されていたために，測定可能性という規準を満たさないという理由

で負債として認識されないような項目は比較的少なかったと考えられる。ま

た，債務の範囲に「見なし債務」を含めた基準を設定していた場合には，測

定可能性という規準を満たさないことにより負債として認識されないものも

少なくはなかったと思われるが，それよりもこの場合には「債務と見なせる

かどうか」が負債の認識のための規準として重要な役割を果たしていたはず

であると考えられる。しかし，SFAS第１４３号の場合には，とりわけ条件付

債務についてはその条件が成立する可能性が低いかなり早期の段階において

負債が認識されることが予想されるので，その公正価値の測定可能性という

規準が，負債の認識規準として相当大きな意味をもってくる可能性が高いよ

うに思われる。

実際，上述した SFAS第１４３号における資産解体撤去債務に係る負債の原

初認識規準は，主として公正価値の合理的な見積りが可能であるかどうかに

焦点を当てており，債務の存在は前提条件となっていると考えられる。

最近公表された SFAS第１４３号に関する解釈指針の公開草案は，資産解体
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撤去債務の中でも特に条件付債務の会計処理に関する指針を提供するもので

あり，この負債の認識規準における「債務性」の後退が，より明確に観察で

きるように思われる。そこで次に，この解釈指針公開草案についても検討を

行ってみることにする。

２ 解釈指針公開草案の検討

FASBは，本年６月１７日に，解釈指針公開草案「条件付資産解体撤去債務

に係る会計 FASBステートメント第１４３号の解釈指針(32)」を公表した。FASB

は，これより前の昨年７月に，アメリカにおけるアスベスト規制運動の活発

化(33)を受け，FASBスタッフによる立場表明（FSP）公開草案 FAS 143－x「不

動産所有者にアスベストまたはアスベスト含有材の除去および処分を要求す

る法的規制に対する FASBステートメント第１４３号『資産解体撤去債務に係

る会計』の適用」を公表していたが(34)，この FSP公開草案に関して受け取っ

たコメント・レターを検討したところ，「多種多様な見解が表明されていた

こと，また関係者の関心がアスベスト問題にとどまらず広範な問題に及んで

いたことなどにより(35)」，FSP公開草案は廃案になり，代わりに解釈指針の

公開草案が公表されたのである。FSP公開草案は，次のように結論を述べて

いた(36)。

ａ．アスベスト法の施行または存在が，アスベストの除去および処分に対す

る義務または責任を生じさせる。

ｂ．アスベスト法がすでに存在する場合には，債務発生事象は当該資産の取

得（または自家建設）であり，アスベスト法施行時に資産を所有してい

た場合には，アスベスト法施行が債務発生事象である。

ｃ．債務発生事象が生じた場合には，実体は当該債務に係る負債を認識しな

ければならない。
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このように，FSP公開草案では，アスベスト法と債務発生事象との関係を

規定しているだけであり，条件付債務においてその公正価値を見積もるため

に必要な情報を十分に得られない場合についての指針が示されていないよう

に思われる。これに対して，解釈指針公開草案は，「資産解体撤去活動を実

施しなければならない法的債務のうち，将来事象に関する条件が付くものも，

SFAS第１４３号の適用範囲に含まれる。したがって，実体は，将来事象に関

する条件が付く資産解体撤去債務に関する負債を，公正価値で認識しなけれ

ばならない(37)」として，資産解体撤去債務のうち条件付のものについても

SFAS第１４３号が適用される旨を明らかにしたうえで，次の２点が特に確認

されている。

まず，「決済の時期および方法には，将来生じる事象に関する条件が付く

可能性があるが，その決済の時期および方法をめぐる不確実性は，負債の認

識ではなく負債の測定のための考慮要因としなければならない(38)」という点

である。これにより，SFAS第５号とは異なり「発生可能性が高い」ことが

負債の認識規準ではないことが確認されていると考えられる。

次に確認されているのは，「SFAS第１４３号は，資産解体撤去債務の公正価

値を見積もるために必要な情報を十分に得られない場合もあるということを

考慮に入れている。例えば，耐用年数が不定な資産の資産解体撤去債務につ

いては，決済が行われる可能性がある期日の範囲を見積もるために必要な情

報を十分に入手できないかもしれない。このような場合には，負債は，その

公正価値を見積もるために必要な情報を十分に入手できた期間に原初認識さ

れなければならない(39)」という点である。この確認事項が FSP公開草案に

対して追加される一方，債務の存在は前提条件とみなされ，資産解体撤去債

務のうち条件付のものについても SFAS第１４３号が適用される旨のみが確認

されているのは，負債の認識規準が，主として公正価値の合理的な見積りが

可能であるかどうかに依拠しつつあることを象徴しているように思われる。
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Ⅳ お わ り に

以上をまとめると，次のとおりである。

最近の FASB基準においては，負債概念における「債務性」の「拡張」傾

向には歯止めがかかり，むしろ「債務性」の範囲を法的債務と約束的禁反言

法理による債務に限定する会計基準 SFAS第１４３号が設定された。それは，

SFAC第７号で導入された期待キャッシュ・フロー・アプローチにより可能

となったものであると考えられ，「見なし債務」，「発生可能性が高い」など

の負債の概念規定に見られる用語の解釈を必要としない会計基準であるとい

えるように思われる。また，この会計基準においては，「債務性」よりも「測

定可能性」のほうが，負債の中心的認識規準として機能していると考えられ

る。

したがって，FASBが，今後も同じような考え方で，負債に関する会計基

準の設定または概念フレームワークの改訂を行っていくと仮定した場合には，

「債務性」の範囲は法的債務と約束的禁反言法理による債務に限定されるわ

けであるから，「債務性」という問題は中心的課題としては取り扱う必要が

なくなるように思われる。

しかし，その場合には，「会計的債務（または経済的債務）(40)」という考え

方を捨て去ってしまうことにもなりかねないように思えるが，それでよいの

であろうか。会計学上，拘束性という性質を具備したものとして出現し，長

きにわたり検討が行われてきた「会計的債務（または経済的債務）」という

考え方を放棄し，「債務性」に関しては全面的に法に依拠することになると

考えられるが，それでよいのであろうか。

もちろん，法における債権債務の意義も時代を超えて普遍的なものではな

いと考えられるので，負債概念における「債務性」を法的債務と約束的禁反

言法理による債務に限定したとしても，負債概念が一定のものになるわけで
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はないように思われる。特に近年，法における債権債務の意義が変化しつつ

あるという指摘がなされることが少なくない(41)。この変化が負債概念に及ぼ

す影響については，稿を改めて検討を行いたいと考えている。

以上を踏まえて，わが国の概念フレームワークにおける負債の概念規定の

方法を考えてみると，主として次の２つの方向性が考えられるように思われ

る。

� 従来の国際的傾向に従い，法的債務だけではなく見なし債務も「債務性」

の範囲に含めて負債概念を規定する。先日公表された討議資料において

も，この方向性が採用されているように思われる(42)。この場合には，「見

なし債務」という考え方の再検討が必要となってくると考えられる。

� FASBの最近の傾向を先取りし，法的債務だけを「債務性」に含めて負

債概念を規定する。この場合には，会計基準の国際的調和化を考えると，

わが国における法的債務概念(43)と，世界各国における法的債務概念の比

較検討を行う必要があるように思われる。

上記のいずれを採用するにせよ，負債概念については検討すべき課題が山

積しているように思われる。今後とも検討を行っていきたい。

［付記］

本稿は，日本会計研究学会第７４回九州部会（２００４年７月１０日）における報

告原稿に若干の加筆修正を行ったものである。なお，上記部会においては，

司会をお引き受けいただいた佐賀大学教授山下壽文先生をはじめ，多くの先

生方よりきわめて有益なコメントをいただいた。この場をかりて篤く御礼申

し上げたい。
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